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１．背景と目的 

JR 東日本では，過去の地震による被災箇所が盛土

に多いことから，盛土の崩壊について研究を進め，

順次盛土の耐震工事を進めている．しかし，切土に

ついての研究は，盛土に対して被災箇所が少ないこ

と，乱れが少ない試料を現地採取することが難しい

ことからほとんど行われておらず，対策も過去の経

験に頼らざるを得ないのが実情である． 

そこで，本研究では東北地方太平洋沖地震で大規

模崩壊した切土斜面 1）から試料を採取して繰返し三

軸試験を行い，その結果と修正ニューマーク法を用

いて崩壊規模を評価する検討を実施した． 

２．火山灰質粘性土の土質試験 

東北地方太平洋沖地震で大規模に崩壊した東北本

線 179km 付近の切土崩壊箇所にて凝灰質粘性土試料

のサンプリングを行い，通常の繰返し三軸試験より

も大きなひずみ領域での試験を行った．崩壊箇所の

地下水位が低いことから，試験は自然含水比の不飽

和状態で行い,累積軸変位量が 6500mm 以上になるま

で，拘束圧 30,50,100,150kPa の４種類で行った． 

代表例として，拘束圧 100kPa の結果を示す．この

試験は軸ひずみ12±2.5%(図1)の片振幅で実施した．

これは，軸応力が負にならない領域で累積的に変位

が増加するすべり現象を想定した試験である． 

その結果，図 2,3 に示すように繰返し載荷が進む

につれて三軸圧縮側での軸差応力が低下する傾向が

得られた．以下では，同一累積軸変位量におけるモ

ール円（図 4）から粘着力 c，内部摩擦角Φを算定し

図 5，6のように累積軸変位量の関数として強度低下

を定式化した．最終的に， 三軸圧縮側での軸差応力

は初期値の 50%程度まで低下した（図 2,3）． 

 

図 5 粘着力 C低下式 図 6 内部摩擦角Φ低下式 

（拘束圧 100kPa） 

 

図 3 応力－累積軸変位量 

（拘束圧 100kPa） 

 

図 4 モール円（累積軸変位量 10mm） 

図 2 応力－ひずみ 図 1 軸ひずみ－時刻歴 

（拘束圧 100kPa） 
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３．大規模崩壊解析 

切土崩壊規模の解析は三軸実験で求めた強度低下

式（図 5,6）を用いた修正ニューマーク法とした．解

析のフローを図 7 に示す．解析で用いたパラメータ

を表 1 に示す．土の強度低下（三軸，なし）と高さ

（H=16m，8m）を変えた４ケースの検討を行った． 

H=16m のモデルの地層は，実斜面の地盤調査結果に基

づいて設定した（図 8）．H=8m のモデルは、H=16m モ

デルのローム層の厚さを小さくして設定した． 

なお，土の強度低下（なし）のケースでは,単調載

荷した三軸圧縮試験で軸ひずみ15%まで明確なピー

クが現れなかったことから、軸ひずみ15%で発揮され

た強度特性が常に発揮される設定とした。 

図9に代表的なすべり変形量case１の結果を示す．

検討結果を表2に示す．case1とcase2より，同じ地震

動では切土の高さが最大応答加速度と初期降伏震度

および残留変形量,すなわち崩壊発生の有無と規模

に大きく影響を与えることがわかる．また，case1と

case3，case2とcase4より，火山灰質粘性土の強度低

下の設定方法により残留変形量が大きく変わること

がわかった． 

４．まとめ  

 今回の研究では，現地採取試料を用いた大ひずみ

領域での繰返し三軸試験で得られた火山灰質粘性土

の強度低下特性を考慮すると残留変形量すなわち崩

壊規模が大きくなること，切土高さを仮想的に小さ

くすると崩壊規模が小さくなることが判明した． 
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表 2 解析結果 

図 8 解析モデル（H＝16m） 

表 1 解析入力パラメータ 

図 7 解析フロー 

図 9 修正ニューマーク法によるすべり変形量(case1) 
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